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元方事業者による建設現場安全管理指針

第1 趣旨

本指針は、建設現場等において元方事業者が実施することが望ましい安全管理の具体的手法を示すことに

より、建設現場の安全管理水準の向上を促進し、建設業における労働災害の防止を図るためのものである。

なお、建設現場の安全管理は、元方事業者及び関係請負人が一体となって進めることによりその水準の一層

の向上が期待できることから、本指針においては、元方事業者が実施する安全管理の手法とともに、これに

対応して関係請負人が実施することが望ましい事項も併せて示している。

第2 建設現場における安全管理

1 安全衛生管理計画の作成

元方事業者は、建設現場における安全衛生管理の基本方針、安全衛生の目標、労働災害防止対策の重

点事項等を内容とする安全衛生管理計画を作成すること。

なお、この場合において、元方事業者が共同企業体である場合には、共同企業体のすべての構成事業

者からなる委員会等で審査する等により連携して、これを作成すること。

2 過度の重層請負の改善

元方事業者は、作業間の連絡調整が適切に行われにくいこと、元方事業者による関係請負人の安全衛

生指導が適切に行われにくいこと、後次の関係請負人において労働災害を防止するための経費が確保さ

れにくくなること等の、労働災害防止問題を生じやすい過度の重層請負の改善を図るため、次の事項を

遵守するとともに、関係請負人に対しても当該事項の遵守について指導すること。

［1］ 労働災害を防止するための事業者責任を遂行することのできない単純労働の労務提供のみを行う

事業者等にその仕事の一部を請け負わせないこと。

［2］ 仕事の全部を一括して請け負わせないこと。

3 請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の明確化等

元方事業者は、請負人に示す見積条件に労働災害防止に関する事項を明示する等により、労働災害の

防止に係る措置の範囲を明確にするとともに、請負契約において労働災害防止対策の実施者及びそれに

要する経費の負担者を明確にすること。

また、元方事業者は、労働災害の防止に要する経費のうち請負人が負担する経費（施工上必要な経費

と切り離し難いものを除き、労働災害防止対策を講ずるためのみに要する経費）については、請負契約

書に添付する請負代金内訳書等に当該経費を明示すること。

さらに、元方事業者は、関係請負人に対しても、これについて指導すること。

なお、請負契約書、請負代金内訳書等において実施者、経費の負担者等を明示する労働災害防止対策

の例には、次のようなものがある。

（1） 請負契約において実施者及び経費の負担者を明示する労働災害防止対策

［1］ 労働者の墜落防止のための防網の設置

［2］ 物体の飛来・落下による災害を防止するための防網の設置

［3］ 安全帯の取付け設備の設置

［4］ 車両系建設機械を用いて作業を行う場合の接触防止のための誘導員の配置

［5］ 関係請負人の店社に配置された安全衛生推進者等が実施する作業場所の巡視等

［6］ 元方事業者が主催する安全大会等への参加

［7］ 安全のための講習会等への参加
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（2） 請負代金内訳書に明示する経費

［1］ 関係請負人に、上記［4］の誘導員を配置させる場合の費用

［2］ 関係請負人の店社に配置された安全衛生推進者等が作業場所の巡視等の現場管理を実施する

ための費用

［3］ 元方事業者が主催する安全大会等に関係請負人が労働者を参加させるための費用

［4］ 元方事業者が開催する関係請負人の労働者等の安全のための講習会等に関係請負人が労働者

を参加させる場合の講習会参加費等の費用

4 元方事業者による関係請負人及びその労働者の把握等

（1） 関係請負人の把握

元方事業者は、関係請負人に対する安全衛生指導を適切に行うため、関係請負人に対し、請負契

約の成立後速やかにその名称、請負内容、安全衛生責任者の氏名、安全衛生推進者の選任の有無及

びその氏名を通知させ、これを把握しておくこと。

（2） 関係請負人の労働者の把握

元方事業者は、関係請負人に対し、毎作業日の作業を開始する前までに仕事に従事する労働者の

数を通知させ、これを把握しておくこと。

また、元方事業者は、関係請負人に対し、その雇用する労働者の安全衛生に係る免許・資格の取

得及び特別教育、職長教育の受講の有無等を把握するよう指導するとともに、新たに作業に従事す

ることとなった関係請負人の労働者について、その者が当該建設現場で作業に従事する前までにこ

れらの事項を通知させ、これを把握しておくこと。

（3） 安全衛生責任者等の駐在状況の把握

元方事業者は、関係請負人が仕事を行う日の当該関係請負人の安全衛生責任者又はこれに準ずる

者の駐在状況を朝礼時、作業間の連絡及び調整時等の機会に把握しておくこと。

（4） 持込機械設備の把握

元方事業者は、関係請負人に対し、関係請負人が建設現場に持ち込む建設機械等の機械設備につ

いて事前に通知させ、これを把握しておくとともに、定期自主検査、作業開始前点検等を徹底させ

ること。

5 作業手順書の作成

元方事業者は、関係請負人に対し、労働災害防止に配慮した作業手順書を作成するよう指導すること。

6 協議組織の設置・運営

元方事業者が設置・運営する労働災害防止協議会等の協議組織については、次によりその活性化を図

ること。

（1） 会議の開催頻度

元方事業者は、協議組織の会議を毎月1回以上開催すること。

（2） 協議組織の構成

元方事業者は、協議組織の構成員に、統括安全衛生責任者、元方安全衛生管理者又はこれらに準

ずる者、元方事業者の現場職員、元方事業者の店社（共同企業体にあっては、これを構成するすべ

ての事業者の店社）の店社安全衛生管理者又は工事施工・安全管理の責任者、安全衛生責任者又は

これに準ずる者、関係請負人の店社の工事施工・安全管理の責任者、経営幹部、安全衛生推進者等

を入れること。

なお、元方事業者は、構成員のうちの店社の職員については、混在作業に伴う労働災害の防止上

重要な工程に着手する時期、その他労働災害を防止する上で必要な時期に開催される協議組織の会
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議に参加させること。

（3） 協議事項

協議組織の会議において取り上げる議題については、次のようなものがあること。

［1］ 建設現場の安全衛生管理の基本方針、目標、その他基本的な労働災害防止対策を定めた計画

［2］ 月間又は週間の工程計画

［3］ 機械設備等の配置計画

［4］ 車両系建設機械を用いて作業を行う場合の作業方法

［5］ 移動式クレーンを用いて作業を行う場合の作業方法

［6］ 労働者の危険及び健康障害を防止するための基本対策

［7］ 安全衛生に関する規程

［8］ 安全衛生教育の実施計画

［9］ クレーン等の運転についての合図の統一等

［10］ 事故現場等の標識の統一等

［11］ 有機溶剤等の容器の集積箇所の統一等

［12］ 警報の統一等

［13］ 避難等の訓練の実施方法等の統一等

［14］ 労働災害の原因及び再発防止対策

［15］ 労働基準監督官等からの指導に基づく労働者の危険の防止又は健康障害の防止に関する事項

［16］ 元方事業者の巡視結果に基づく労働者の危険の防止又は健康障害の防止に関する事項

［17］ その他労働者の危険又は健康障害の防止に関する事項

（4） 協議組織の規約

元方事業者は、協議組織の構成員、協議事項、協議組織の会議の開催頻度等を定めた協議組織の

規約を作成すること。

（5） 協議組織の会議の議事の記録

元方事業者は、協議組織の会議の議事で重要なものに係る記録を作成するとともに、これを関係

請負人に配布すること。

（6） 協議結果の周知

元方事業者は、協議組織の会議の結果で重要なものについては、朝礼等を通じてすべての現場労

働者に周知すること。

7 作業間の連絡及び調整

元方事業者は、混在作業による労働災害を防止するため、混在作業を開始する前及び日々の安全施工

サイクル活動時に次の事項について、混在作業に関連するすべての関係請負人の安全衛生責任者又はこ

れは準ずる者と十分連絡及び調整を実施すること。

［1］ 車両系建設機械を用いて作業を行う場合の作業計画

［2］ 移動式クレーンを用いて作業を行う場合の作業計画

［3］ 機械設備等の配置計画

［4］ 作業場所の巡視の結果

［5］ 作業の方法と具体的な労働災害防止対策

8 作業場所の巡視

元方事業者は、統括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者又はこれらに準ずる者に、毎作業日に1

回以上作業場所の巡視を実施させること。
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9 新規入場者教育

元方事業者は、関係請負人に対し、その労働者のうち、新たに作業を行うこととなった者に対する新

規入場者教育の適切な実施に必要な場所、資料の提供等の援助を行うとともに、当該教育の実施状況に

ついて報告させ、これを把握しておくこと。

10 新たに作業を行う関係請負人に対する措置

元方事業者は、新たに作業を行うこととなった関係請負人に対し、当該作業開始前に当該関係請負人

が作業を開始することとなった日以前の協議組織の会議内容及び作業間の連絡調整の結果のうち当該関

係請負人に係る事項を周知すること。

11 作業開始前の安全衛生打合せ

元方事業者は、関係請負人に対し、毎日、その労働者を集め、作業開始前の安全衛生打合せを実施す

るよう指導すること。

12 安全施工サイクル活動の実施

元方事業者は、施工と安全管理が一体となった安全施工サイクル活動を展開すること。

13 職長会（リーダー会）の設置

元方事業者は、関係請負人に対し、職長及び労働者の安全衛生意識の高揚、職長間の連絡の緊密化、

労働者からの安全衛生情報の掌握等を図るため、職長会（リーダー会）を設置するよう指導すること。

14 関係請負人が実施する事項

（1） 過度の重層請負の改善

関係請負人は、労働災害を防止するための事業者責任を遂行することのできない単純労働の労務

提供のみを行う事業者等にその仕事の一部を請け負わせないこと。また、仕事の全部を一括して請

け負わせないこと。

（2） 請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の明確化

関係請負人は、その仕事の一部を別の請負人に請け合わせる場合には、請負契約において労働災

害防止対策の実施者及びその経費の負担者を明確にすること。

（3） 関係請負人及びその労働者に係る事項等の通知

ａ 名称等の通知

関係請負人は、元方事業者に対し、請負契約の成立後速やかにその名称、請負内容、安全衛

生責任者の氏名、安全衛生推進者の選任の有無及びその氏名を通知すること。

ｂ 労働者数等の通知

関係請負人は、元方事業者に対し、毎作業日の作業を開始する前までに仕事に従事する労働

者の数を通知すること。

また、関係請負人は、その雇用する労働者の安全衛生に係る免許・資格の取得及び特別教育、

職長教育の受講の有無を把握するとともに、元方事業者に対し、新たに作業に従事することと

なった労働者について、これらの事項をその者が当該建設現場で作業に従事する前までに通知

すること。

ｃ 持込機械設備の通知

関係請負人は、元方事業者に対し、建設現場に持ち込む建設機械等の機械設備について事前

に通知すること。

（4） 作業手順書の作成

関係請負人は、労働災害防止に配慮した作業手順書を作成すること。
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（5） 協議組織への参加

関係請負人は、安全衛生責任者又はこれに準ずる者を協議組織の会議に毎回参加させること。

また、関係請負人は、混在作業に伴う労働災害防止上重要な工程に着手する時期、その他労働災

害を防止する上で必要な時期に開催される協議組織の会議に店社の職員を参加させること。

（6） 協議結果の周知

関係請負人は、協議組織の会議の結果で重要な事項をその労働者に周知すること。

（7） 作業間の連絡及び調整事項の実施の管理

関係請負人は、安全衛生責任者又はこれに準ずる者に、統括安全衛生責任者又はこれに準ずる者

等から連絡を受けた事項の関係者への連絡、及び連絡を受けた事項のうち自らに関係するものの実

施についての管理を確実に行わせること。

（8） 新規入場者教育の実施

関係請負人は、その雇用する労働者が建設現場で新たに作業に従事することとなった場合には、

当該作業従事前に当該建設現場の特性を踏まえて、次の事項を職長等から周知するとともに、元方

事業者にその結果を報告すること。

［1］ 元方事業者及び関係請負人の労働者が混在して作業を行う場所の状況

［2］ 労働者に危険を生ずる箇所の状況（危険有害箇所と立入禁止区域）

［3］ 混在作業場所において行われる作業相互の関係

［4］ 避難の方法

［5］ 指揮命令系統

［6］ 担当する作業内容と労働災害防止対策

［7］ 安全衛生に関する規程

［8］ 建設現場の安全衛生管理の基本方針、目標、その他基本的な労働災害防止対策を定めた計画

（9） 作業開始前の安全衛生打合せの実施

関係請負人は、毎日、作業開始前にその雇用する労働者を集め、次の事項について安全衛生打合

せを実施すること。

［1］ 当日の作業内容、作業手順、労働災害防止上の留意事項等についての関係労働者への指示

［2］ 作業間の連絡調整の結果の周知

［3］ 関係労働者の労働災害の防止に対する意見等の把握

［4］ 危険予知活動等の安全活動

（10） 職長会（リーダー会）の設置

関係請負人は、職長及び労働者の安全衛生意識の高揚、職長間の連絡の緊密化、労働者からの安

全衛生情報の掌握等を図るため、職長会（リーダー会）を設置すること。

第3 支店等の店社における安全管理

― 略 ―
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建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、国民の日常生活及び社会生活において建設業の果たす役割の重要性、建設業における

重大な労働災害の発生状況等を踏まえ、公共工事のみならず全ての建設工事について建設工事従事者の安

全及び健康の確保を図ることが等しく重要であることに鑑み、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関

し、基本理念を定め、並びに国、都道府県及び建設業者等の責務を明らかにするとともに、建設工事従事

者の安全及び健康の確保に関する施策の基本となる事項を定めること等により、建設工事従事者の安全及

び健康の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって建設業の健全な発展に資することを目的

とする。

（定義）

第二条 この法律において「建設工事」とは、建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条第一項に規定す

る建設工事をいう。

2 この法律において「建設工事従事者」とは、建設工事に従事する者をいう。

3 この法律において「建設業者」とは、建設業法第二条第三項に規定する建設業者をいう。

4 この法律において「建設業者等」とは、建設業者及び建設業法第二十七条の三十七に規定する建設業者

団体をいう。

（基本理念）

第三条 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事の請負契約において適正な請負代金の額、工期

等が定められることにより、行われなければならない。

2 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、このために必要な措置が建築物等の設計、建設工事の施工等

の各段階において適切に講ぜられることにより、行われなければならない。

3 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事従事者の安全及び健康に関する建設業者等及び建設

工事従事者の意識を高めることにより、安全で衛生的な作業の遂行が図られることを旨として、行われな

ければならない。

4 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上が図られること

を旨として、行われなければならない。

（国の責務）

第四条 国は、前条の基本理念（次条及び第六条において「基本理念」という。）にのっとり、建設工事従

事者の安全及び健康の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（都道府県の責務）

第五条 都道府県は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、当該都道府県の区域の実情

に応じた建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（建設業者等の責務）

第六条 建設業者等は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、建設工事従事者の安全及び健康の確保

のために必要な措置を講ずるとともに、国又は都道府県が実施する建設工事従事者の安全及び健康の確保

に関する施策に協力する責務を有する。

（法制上の措置等）

第七条 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上

又は税制上の措置その他の措置を講じなければならない。
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第二章 基本計画等

（基本計画）

第八条 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画（以下この条及び次条第一項において「基本

計画」という。）を策定しなければならない。

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策についての基本的な方針

二 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

三 前二号に掲げるもののほか、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項

3 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

4 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により基本計画の案を作成しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。

5 政府は、第一項の規定により基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、

インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

6 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する状況の変化を勘案し、並びに建設工事従事者の

安全及び健康の確保に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、基本計画に検討

を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない。

7 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用する。

（都道府県計画）

第九条 都道府県は、基本計画を勘案して、当該都道府県における建設工事従事者の安全及び健康の確保に

関する計画（次項において「都道府県計画」という。）を策定するよう努めるものとする。

2 都道府県は、都道府県計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

第三章 基本的施策

（建設工事の請負契約における経費の適切かつ明確な積算等）

第十条 国及び都道府県は、建設工事の請負契約において建設工事従事者の安全及び健康に十分配慮された

請負代金の額、工期等が定められ、これが確実に履行されるよう、建設工事従事者の安全及び健康の確保

に関する経費（建設工事従事者に係る労働者災害補償保険の保険料を含む。）の適切かつ明確な積算、明

示及び支払の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

（責任体制の明確化）

第十一条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する責任体制の明確化に資するよ

う、建設工事に係る下請関係の適正化の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

（建設工事の現場における措置の統一的な実施）

第十二条 国及び都道府県は、建設工事の現場において、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する措

置が統一的に講ぜられるよう、建設業者の間の連携の促進、当該現場における作業を行う全ての建設工事

従事者に係る労働者災害補償保険の保険関係の状況の把握の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

（建設工事の現場の安全性の点検等）

第十三条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保を図るため、建設工事の現場の安全性

の点検、分析、評価等に係る建設業者等による自主的な取組を促進するものとする。

2 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保を図るため、建設工事従事者の安全及び健康

に配慮した建築物等の設計の普及並びに建設工事の安全な実施に資するとともに省力化及び生産性の向上
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にも配意した材料、資機材及び施工方法の開発及び普及を促進するものとする。

（建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の啓発）

第十四条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康に関する建設業者等及び建設工事従事者の意

識の啓発を図るため、建設業者による建設工事従事者の従事する業務に関する安全又は衛生のための教育

の適切な実施の促進、建設業者等による建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の啓発に係る自主的

な取組の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。

第四章 建設工事従事者安全健康確保推進会議

第十五条 政府は、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関（次項において「関係行政機関」という。）

相互の調整を行うことにより、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進を図るため、建設工事従事者

安全健康確保推進会議を設けるものとする。

2 関係行政機関は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し専門的知識を有する者によって構成する

建設工事従事者安全健康確保推進専門家会議を設け、前項の調整を行うに際しては、その意見を聴くもの

とする。

附 則

この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。
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建設業法令遵守ガイドライン（第5版）

はじめに

少子高齢化により労働力人口が減少する中、建設業は現在、若年入職者の減少や就業者の高齢化が進行す

るなどの構造的な問題に直面しています。将来にわたってインフラ整備を支える担い手を確保するためには、

処遇改善等を通じて、建設業への若年層の入職が促進されることが必要です。

そのような状況下、経済の好循環を実現するため、政府が一体となって、元請下請間の取引の適正化に取

り組んでいるところです。

平成19年6月に本ガイドラインを策定し、元請下請間の取引適正化を推進してきたところですが、赤伝処

理等による一方的な代金の差し引き、指値発注による不適切な下請取引、追加・変更契約の締結拒否、下請

負人の責によらないやり直し工事の強制、正当な理由がない長期間にわたる支払保留等、下請負人へのしわ

寄せが依然として存在するとの指摘がなされているところです。また、こうした状況は、技能労働者への適

切な賃金水準が確保できなくなるなど、建設産業が持続的な発展を遂げる上での阻害要因になりかねません。

本ガイドラインは、元請負人と下請負人との間で交わされる下請契約が発注者と元請負人が交わす請負契

約と同様に建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく請負契約であり、契約を締結する際は、建設業法に

従って契約をしなければならないことや、また、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が

建設業法に違反するかを具体的に示すことにより、法律の不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請

負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的としています。

なお、本ガイドラインについては、できるだけ多くの事例を対象にすることを考えており、今後、随時更

新を重ね、充実させることとしています。

1．見積条件の提示（建設業法第20条第3項）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】

①元請負人が不明確な工事内容の提示等、曖昧な見積条件により下請負人に見積りを行わせた場合

②元請負人が、「出来るだけ早く」等曖昧な見積期間を設定したり、見積期間を設定せずに、下請負人

に見積りを行わせた場合

③元請負人が下請負人から工事内容等の見積条件に関する質問を受けた際、元請負人が、未回答あるい

は曖昧な回答をした場合

【建設業法上違反となる行為事例】

④元請負人が予定価格が700万円の下請契約を締結する際、見積期間を3日として下請負人に見積りを

行わせた場合

上記①から③のケースは、いずれも建設業法第20条第3項に違反するおそれがあり、④のケースは同項に

違反する。

建設業法第20条第3項では、元請負人は、下請契約を締結する以前に、下記（1）に示す具体的内容を

下請負人に提示し、その後、下請負人が当該下請工事の見積りをするために必要な一定の期間を設けるこ

とが義務付けられている。これは、下請契約が適正に締結されるためには、元請負人が下請負人に対し、
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あらかじめ、契約の内容となるべき重要な事項を提示し、適正な見積期間を設け、見積落し等の問題が生

じないよう検討する期間を確保し請負代金の額の計算その他請負契約の締結に関する判断を行わせること

が必要であることを踏まえたものである。

（1）見積条件の提示に当たっては下請契約の具体的内容を提示することが必要

建設業法第20条第3項により、元請負人が下請負人に対して具体的内容を提示しなければならない事項

は、同法第19条により請負契約書に記載することが義務付けられている事項（工事内容、工事着手及び工

事完成の時期、前金払又は出来形部分に対する支払の時期及び方法等（13ページ「2―1 当初契約」参

照））のうち、請負代金の額を除くすべての事項となる。

見積りを適正に行うという建設業法第20条第3項の趣旨に照らすと、例えば、上記のうち「工事内容」

に関し、元請負人が最低限明示すべき事項としては、

① 工事名称

② 施工場所

③ 設計図書（数量等を含む）

④ 下請工事の責任施工範囲

⑤ 下請工事の工程及び下請工事を含む工事の全体工程

⑥ 見積条件及び他工種との関係部位、特殊部分に関する事項

⑦ 施工環境、施工制約に関する事項

⑧ 材料費、労働災害防止対策、産業廃棄物処理等に係る元請下請間の費用負担区分に関する事項

が挙げられ、元請負人は、具体的内容が確定していない事項についてはその旨を明確に示さなければな

らない。

施工条件が確定していないなどの正当な理由がないにもかかわらず、元請負人が、下請負人に対して、

契約までの間に上記事項等に関し具体的な内容を提示しない場合には、建設業法第20条第3項に違反する。

（2）望ましくは、下請契約の内容は書面で提示すること、更に作業内容を明確にすること

元請負人が見積りを依頼する際は、下請負人に対し工事の具体的な内容について、口頭ではなく、書面

によりその内容を示すことが望ましく、更に、元請負人は、「施工条件・範囲リスト」（建設生産システム

合理化推進協議会作成）に提示されているように、材料、機器、図面・書類、運搬、足場、養生、片付、

安全などの作業内容を明確にしておくことが望ましい。

（3）予定価格の額に応じて一定の見積期間を設けることが必要

建設業法第20条第3項により、元請負人は以下のとおり下請負人が見積りを行うために必要な一定の期

間（建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第6条）を設けなければならない。

ア 工事1件の予定価格が500万円に満たない工事については、1日以上

イ 工事1件の予定価格が500万円以上5，000万円に満たない工事については、10日以上

ウ 工事1件の予定価格が5，000万円以上の工事については、15日以上

上記期間は、下請負人に対する契約内容の提示から当該契約の締結までの間に設けなければならない期

間である。そのため、例えば、6月1日に契約内容の提示をした場合には、アに該当する場合は6月3日、

イに該当する場合は6月12日、ウに該当する場合は6月17日以降に契約の締結をしなければならない。た

だし、やむを得ない事情があるときは、イ及びウの期間は、5日以内に限り短縮することができる。

なお、上記の見積期間は、下請負人が見積りを行うための最短期間であり、元請負人は下請負人に対し

十分な見積期間を設けることが望ましい。
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2．書面による契約締結

2―1 当初契約（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3）

【建設業法上違反となる行為事例】

①下請工事に関し、書面による契約を行わなかった場合

②下請工事に関し、建設業法第19条第1項の必要記載事項を満たさない契約書面を交付した場合

③元請負人からの指示に従い下請負人が書面による請負契約の締結前に工事に着手し、工事の施工途中

又は工事終了後に契約書面を相互に交付した場合

④下請工事に関し、基本契約書を取り交わさない、あるいは契約約款を添付せずに、注文書と請書のみ

（又はいずれか一方のみ）で契約を締結した場合

上記①から④のケースは、いずれも建設業法第19条第1項に違反する。

（1）契約は下請工事の着工前に書面により行うことが必要

建設工事の請負契約の当事者である元請負人と下請負人は、対等な立場で契約すべきであり、建設業法

第19条第1項により定められた下記（2）の①から⑭までの14の事項を書面に記載し、署名又は記名押印

をして相互に交付しなければならないこととなっている。

契約書面の交付については、災害時等でやむを得ない場合を除き、原則として下請工事の着工前に行わ

なければならない。

建設業法第19条第1項において、建設工事の請負契約の当事者に、契約の締結に際して契約内容を書面

に記載し相互に交付すべきことを求めているのは、請負契約の明確性及び正確性を担保し、紛争の発生を

防止するためである。また、あらかじめ契約の内容を書面により明確にしておくことは、いわゆる請負契

約の「片務性」の改善に資することともなり、極めて重要な意義がある。

（2）契約書面には建設業法で定める一定の事項を記載することが必要

契約書面に記載しなければならない事項は、以下の①～⑭の事項である。特に、「① 工事内容」につ

いては、下請負人の責任施工範囲、施工条件等が具体的に記載されている必要があるので、○○工事一式

といった曖昧な記載は避けるべきである。

① 工事内容

② 請負代金の額

③ 工事着手の時期及び工事完成の時期

④ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その支払の時期

及び方法

⑤ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の申出があっ

た場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定

め

⑥ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め

⑦ 価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118号）第2条に規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更

に基づく請負代金の額又は工事内容の変更

⑧ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め

⑨ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、その内容及び

１３



方法に関する定め

⑩ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時期

⑪ 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法

⑫ 工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その

他の措置に関する定めをするときは、その内容

⑬ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金

⑭ 契約に関する紛争の解決方法

（3）注文書・請書による契約は一定の要件を満たすことが必要

注文書・請書による請負契約を締結する場合は、次に掲げる場合に応じた要件を満たさなければならな

い。

ア 当事者間で基本契約書を取り交わした上で、具体の取引については注文書及び請書の交換による場合

① 基本契約書には、建設業法第19条第1項第4号から第14号に掲げる事項（上記（2）の④から⑭ま

での事項。ただし、注文書及び請書に個別に記載される事項を除く。）を記載し、当事者の署名又は

記名押印をして相互に交付すること。

② 注文書及び請書には、建設業法第19条第1項第1号から第3号までに掲げる事項（上記（2）の①

から③までの事項）その他必要な事項を記載すること。

③ 注文書及び請書には、それぞれ注文書及び請書に記載されている事項以外の事項については基本契

約書の定めによるべきことが明記されていること。

④ 注文書には注文者が、請書には請負者がそれぞれ署名又は記名押印すること。

イ 注文書及び請書の交換のみによる場合

① 注文書及び請書のそれぞれに、同一の内容の契約約款を添付又は印刷すること。

② 契約約款には、建設業法第19条第1項第4号から第14号に掲げる事項（上記（2）の④から⑭まで

の事項。ただし、注文書及び請書に個別に記載される事項を除く。）を記載すること。

③ 注文書又は請書と契約約款が複数枚に及ぶ場合には、割印を押すこと。

④ 注文書及び請書の個別的記載欄には、建設業法第19条第1項第1号から第3号までに掲げる事項（上

記（2）の①から③までの事項）その他必要な事項を記載すること。

⑤ 注文書及び請書の個別的記載欄には、それぞれの個別的記載欄に記載されている事項以外の事項に

ついては契約約款の定めによるべきことが明記されていること。

⑥ 注文書には注文者が、請書には請負者がそれぞれ署名又は記名押印すること。

（4）電子契約によることも可能

書面契約に代えて、CI―NET等による電子契約も認められる。その場合でも上記（2）の①～⑭の事項

を記載しなければならない。

（5）建設工事標準下請契約約款又はこれに準拠した内容を持つ契約書による契約が基本

建設業法第18条では、「建設工事の請負契約の当事者は、各々の対等な立場における合意に基づいて公

正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行しなければならない」と規定している。建設工事の下

請契約の締結に当たっては、同条の趣旨を踏まえ、建設工事標準下請契約約款又はこれに準拠した内容を

持つ契約書による契約を締結することが基本である。
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（6）片務的な内容による契約は、建設業法上不適当

元請負人と下請負人の双方の義務であるべきところを下請負人に一方的に義務を課すものや、元請負人

の裁量の範囲が大きく、下請負人に過大な負担を課す内容など、建設工事標準下請契約約款に比べて片務

的な内容による契約については、結果として建設業法第19条の3により禁止される不当に低い請負代金（19

ページ「3．不当に低い請負代金」参照）につながる可能性が高い契約となるので、適当ではない。

また、発注者と元請負人の関係において、例えば、発注者が契約変更に応じないことを理由として、下

請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず、下請負人に追加工事等の費用を負担させることは、

元請負人としての責任を果たしているとはいえず、元請負人は発注者に対して発注者が契約変更等、適切

な対応をとるよう働きかけを行うことが望ましい。

（7）一定規模以上の解体工事等の場合は、契約書面にさらに以下の事項の記載が必要

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号。以下「建設リサイクル法」と

いう。）第13条では、一定規模＊以上の解体工事等に係る下請契約を行う場合に、以下の①から④までの

4事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならないこととなっており、その

ような工事に係る契約書面は上記（2）の①から⑭までの14事項に加え、以下の4事項の記載が必要とな

る。

① 分別解体等の方法

② 解体工事に要する費用

③ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地

④ 再資源化等に要する費用

＊「一定規模」とは、次のそれぞれの規模をいう

ア 建築物に係る解体工事…当該建築物（当該解体工事に係る部分に限る。）の床面積の合計が80平方メー

トル

イ 建築物に係る新築又は増築の工事…当該建築物（増築の工事にあっては、当該工事に係る部分に限る。）

の床面積の合計が500平方メートル

ウ 建築物に係る新築工事等（上記イを除く）…その請負代金の額が1億円

エ 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等…その請負代金の額が500万円

注 解体工事又は新築工事等を二以上の契約に分割して請け負う場合においては、これを一の契約で請け

負ったものとみなして、前項に規定する基準を適用する。ただし、正当な理由に基づいて契約を分割した

ときは、この限りでない。

2―2 追加工事等に伴う追加・変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）

【建設業法上違反となる行為事例】

①下請工事に関し追加工事又は変更工事（以下、「追加工事等」という。）が発生したが、元請負人が書

面による変更契約を行わなかった場合

②下請工事に係る追加工事等について、工事に着手した後又は工事が終了した後に書面により契約変更

を行った場合

③下請負人に対して追加工事等の施工を指示した元請負人が、発注者との契約変更手続が未了であるこ

とを理由として、下請契約の変更に応じなかった場合

④下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず、下請工事の工期が当初契約の工期より短くな
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り、残された工期内に工事を完了させるため労働者の増員等が必要となった場合に、下請負人との協

議にも応じず、元請負人の一方的な都合により変更の契約締結を行わなかった場合

⑤納期が数ヶ月先の契約を締結し、既に契約金額が確定しているにもかかわらず、実際の納入時期にお

ける資材価格の下落を踏まえ、下請負人と変更契約を締結することなく、元請負人の一方的な都合に

より、取り決めた代金を減額した場合

上記①から⑤のケースは、いずれも建設業法第19条第2項に違反する。また、①から④のケースは必要な

増額を行わなかった場合、⑤のケースは契約どおりの履行を行わなかった場合には、同法第19条の3に違反

するおそれがある。

（1）追加工事等の着工前に書面による契約変更が必要

請負契約の当事者である元請負人と下請負人は、追加工事等の発生により請負契約の内容で当初の請負

契約書に掲げる事項を変更するときは、建設業法第19条第2項により、当初契約を締結した際と同様に追

加工事等の着工前にその変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければなら

ないこととなっている。これは、当初契約書において契約内容を明定しても、その後の変更契約が口約束

で行われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が担保されず、紛争を防止する観点からも望ましくない

ためであり、災害時等でやむを得ない場合を除き、原則として追加工事等の着工前に契約変更を行うこと

が必要である。

元請負人及び下請負人が追加工事等に関する協議を円滑に行えるよう、下請工事の当初契約において、

建設業法第19条第1項第5号に掲げる事項（当事者の一方から設計変更等の申し出があった場合における

工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め）について、で

きる限り具体的に定めておくことが望ましい。

（2）追加工事等の内容が直ちに確定できない場合の対応

工事状況により追加工事等の全体数量等の内容がその着工前の時点では確定できない等の理由により、

追加工事等の依頼に際して、その都度追加・変更契約を締結することが不合理な場合は、元請負人は、以

下の事項を記載した書面を追加工事等の着工前に下請負人と取り交わすこととし、契約変更等の手続につ

いては、追加工事等の全体数量等の内容が確定した時点で遅滞なく行うものとする。

① 下請負人に追加工事等として施工を依頼する工事の具体的な作業内容

② 当該追加工事等が契約変更の対象となること及び契約変更等を行う時期

③ 追加工事等に係る契約単価の額

（3）元請負人が合理的な理由なく下請工事の契約変更を行わない場合は建設業法に違反

追加工事等が発生しているにもかかわらず、例えば、元請負人が発注者との間で追加・変更契約を締結

していないことを理由として、下請負人からの追加・変更契約の申出に応じない行為等、元請負人が合理

的な理由もなく一方的に変更契約を行わない行為については、建設業法第19条第2項に違反する。

（4）追加工事等の費用を下請負人に負担させることは、建設業法第19条の3に違反するおそれ

追加工事等を下請負人の負担により施工させたことにより、下請代金の額が当初契約工事及び追加工事

等を施工するために「通常必要と認められる原価」（19ページ「3．不当に低い請負代金」参照）に満た

ない金額となる場合には、当該元請下請間の取引依存度等によっては、建設業法第19条の3の不当に低い

請負代金の禁止に違反するおそれがある。
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2―3 工期変更に伴う変更契約（建設業法第19条第2項、第19条の3）

【建設業法上違反となる行為事例】

①下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず、下請工事の当初契約で定めた工期が変更にな

り、下請工事の費用が増加したが、元請負人が下請負人からの協議に応じず、書面による変更契約を

行わなかった場合

②元請負人が下請負人に工事数量の追加を指示したことにより、下請負人が行う工事の工期に不足が生

じているにもかかわらず、工期の延長について元請負人が下請負人からの協議に応じず、書面による

変更契約を行わなかった場合

上記①及び②のケースは、建設業法第19条第2項に違反するほか、必要な増額を行わなかった場合には同

法第19条の3に違反するおそれがある。

（1）工期変更にかかる工事の着工前に書面による契約変更が必要

請負契約の当事者である元請負人と下請負人は、工期変更により請負契約で当初の請負契約書に掲げる

事項を変更するときは、建設業法第19条第2項により、当初契約を締結した際と同様に工期変更にかかる

工事の着工前にその変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならない。

元請負人及び下請負人が工期変更に関する協議を円滑に行えるよう、下請工事の当初契約において、建

設業法第19条第1項第5号に掲げる事項（当事者の一方から工事着手の延期等の申し出があった場合にお

ける工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め）について、

できる限り具体的に定めておくことが望ましい。

（2）工事に着手した後に工期が変更になった場合、追加工事等の内容及び変更後の工期が直ちに確定でき

ない場合の対応

下請工事に着手した後に工期が変更になった場合は、契約変更等の手続きについては、変更後の工期が

確定した時点で遅滞なく行うものとする。工期を変更する必要があると認めるに至ったが、変更後の工期

の確定が直ちにできない場合には、工期の変更が契約変更等の対象となること及び契約変更等を行う時期

を記載した書面を、工期を変更する必要があると認めた時点で下請負人と取り交わすこととし、契約変更

等の手続については、変更後の工期が確定した時点で遅滞なく行うものとする。

（3）下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず工期が変更になり、これに起因して下請工事の

費用が増加したが、元請負人が下請工事の変更を行わない場合は建設業法違反

下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず工期が変更になり、これに起因して下請工事の費

用が増加したにもかかわらず、例えば、元請負人が発注者から増額変更が認められないことを理由として、

下請負人からの契約変更の申し出に応じない行為等、必要な変更契約を行わない行為については、建設業

法第19条第2項に違反する。
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（4）下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず工期が変更になり、これに起因して下請工事の

費用が増加した場合に、費用の増加分について下請負人に負担させることは、建設業法第19条の3に違

反するおそれ

下請負人の責めに帰すべき理由がないにもかかわらず工期が変更になり、これに起因して下請工事の費

用が増加した場合に、費用の増加分について下請負人に負担させたことにより、下請代金の額が下請工事

を施工するために「通常必要と認められる原価」（19ページ「3．不当に低い請負代金」参照）に満たな

い金額となる場合には、当該元請下請間の取引依存度等によっては、建設業法第19条の3の不当に低い請

負代金の禁止に違反するおそれがある。

（5）追加工事等の発生に起因する工期変更の場合の対応

工事現場においては、工期の変更のみが行われる場合のほか、追加工事等の発生に起因して工期の変更

が行われる場合が多いが、追加工事等の発生が伴う場合には、（1）から（4）のほか、追加工事等に伴

う追加・変更契約に関する記述が該当する（15ページ「2―2 追加工事等に伴う追加・変更契約」参照）。
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3．不当に低い請負代金（建設業法第19条の3）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】

①元請負人が、自らの予算額のみを基準として、下請負人との協議を行うことなく、下請負人による見

積額を大幅に下回る額で下請契約を締結した場合

②元請負人が、契約を締結しない場合には今後の取引において不利な取扱いをする可能性がある旨を示

唆して、下請負人との従来の取引価格を大幅に下回る額で、下請契約を締結した場合

③元請負人が、下請代金の増額に応じることなく、下請負人に対し追加工事を施工させた場合

④元請負人が、契約後に、取り決めた代金を一方的に減額した場合

⑤元請負人が、下請負人と合意することなく、端数処理と称して、一方的に減額して下請契約を締結し

た場合

⑥下請負人の見積書に法定福利費が明示され又は含まれているにもかかわらず、元請負人がこれを尊重

せず、法定福利費を一方的に削除したり、実質的に法定福利費を賄うことができない金額で下請契約

を締結した場合

⑦下請負人に対して、発注者提出用に法定福利費を適正に見積もった見積書を作成させ、実際には法定

福利費等を削除した見積書に基づき契約を締結した場合

⑧元請負人が下請負人に対して、契約単価を一方的に提示し、下請負人と合意することなく、これによ

り積算した額で下請契約を締結した場合

上記①から⑧のケースは、いずれも建設業法第19条の3に違反するおそれがある。

（1）「不当に低い請負代金の禁止」の定義

建設業法第19条の3の「不当に低い請負代金の禁止」とは、注文者が、自己の取引上の地位を不当に利

用して、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の

額とする請負契約を請負人と締結することを禁止するものである。元請下請間における下請契約では、元

請負人が「注文者」となり、下請負人が「請負人」となる。

（2）「自己の取引上の地位の不当利用」とは、取引上優越的な地位にある元請負人が、下請負人を経済的

に不当に圧迫するような取引等を強いること

建設業法第19条の3の「自己の取引上の地位を不当に利用して」とは、取引上優越的な地位にある元請

負人が、下請負人の指名権、選択権等を背景に、下請負人を経済的に不当に圧迫するような取引等を強い

ることをいう。

ア 取引上の優越的な地位

取引上優越的な地位にある場合とは、下請負人にとって元請負人との取引の継続が困難になることが下

請負人の事業経営上大きな支障をきたすため、元請負人が下請負人にとって著しく不利益な要請を行って

も、下請負人がこれを受け入れざるを得ないような場合をいう。取引上優越的な地位に当たるか否かにつ

いては、元請下請間の取引依存度等により判断されることとなるため、例えば下請負人にとって大口取引

先に当たる元請負人については、取引上優越的な地位に該当する蓋然性が高いと考えられる。
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イ 地位の不当利用

元請負人が、下請負人の指名権、選択権等を背景に、下請負人を経済的に不当に圧迫するような取引等

を強いたか否かについては、下請代金の額の決定に当たり下請負人と十分な協議が行われたかどうかと

いった対価の決定方法等により判断されるものであり、例えば下請負人と十分な協議を行うことなく元請

負人が価格を一方的に決定し当該価格による取引を強要する指値発注（20ページ「4．指値発注」参照）

については、元請負人による地位の不当利用に当たるものと考えられる。

（3）「通常必要と認められる原価」とは、工事を施工するために一般的に必要と認められる価格

建設業法第19条の3の「通常必要と認められる原価」とは、当該工事の施工地域において当該工事を施

工するために一般的に必要と認められる価格（直接工事費、共通仮設費及び現場管理費よりなる間接工事

費、一般管理費（利潤相当額は含まない。）の合計額）をいい、具体的には、下請負人の実行予算や下請

負人による再下請先、資材業者等との取引状況、さらには当該地域の施工区域における同種工事の請負代

金額の実例等により判断することとなる。（併せて、23ページ「12―2 社会保険・労働保険について」

及び24ページ「12―3 労働災害防止対策について」参照）

（4）建設業法第19条の3は契約変更にも適用

建設業法第19条の3により禁止される行為は、当初契約の締結に際して、不当に低い請負代金を強制す

ることに限られず、契約締結後元請負人が原価の上昇を伴うような工事内容の変更をしたのに、それに見

合った下請代金の増額を行わないことや、一方的に下請代金を減額することにより原価を下回ることも含

まれる。

4．指値発注（建設業法第18条、第19条第1項、第19条の3、第20条第3項）

― 略 ―

5．不当な使用資材等の購入強制（建設業法第19条の4）

― 略 ―

6．やり直し工事（建設業法第18条、第19条第2項、第19条の3）

― 略 ―
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7．赤伝処理（建設業法第18条、第19条、第19条の3、第20条第3項）

【建設業法上違反となるおそれがある行為事例】

①元請負人が、下請負人と合意することなく、一方的に提供、又は貸与した安全衛生保護具等に係る費

用、下請工事の施工に伴い副次的に発生した建設廃棄物の処理費用及び下請代金を下請負人の銀行口

座へ振り込む際の手数料等を下請負人に負担させ、下請代金から差し引く場合

②元請負人が、建設廃棄物の発生がない下請工事の下請負人から、建設廃棄物の処理費用との名目で、

一定額を下請代金から差し引く場合

③元請負人が、元請負人の販売促進名目の協力費等、差し引く根拠が不明確な費用を、下請代金から差

し引く場合

④元請負人が、工事のために自らが確保した駐車場、宿舎を下請負人に使用させる場合に、その使用料

として実際にかかる費用より過大な金額を差し引く場合

⑤元請負人が、元請負人と下請負人の責任及び費用負担を明確にしないままやり直し工事を別の専門工

事業者に行わせ、その費用を一方的に下請代金から減額することにより下請負人に負担させた場合

上記①から⑤のケースは、いずれも建設業法第19条の3に違反するおそれがあるほか、同法第28条第1

項第2号に該当するおそれがある。

また、上記①のケースについて、当該事項を契約書面に記載しなかった場合には建設業法第19条、見積

条件として具体的な内容を提示しなかった場合には同法第20条第3項に違反する。

赤伝処理とは、元請負人が

① 一方的に提供・貸与した安全衛生保護具等の費用

② 下請代金の支払に関して発生する諸費用（下請代金の振り込み手数料等）

③ 下請工事の施工に伴い、副次的に発生する建設廃棄物の処理費用

④ 上記以外の諸費用（駐車場代、弁当ごみ等のごみ処理費用、安全協力会費等）を下請代金の支払時に

差引く（相殺する）行為である。

（1）赤伝処理を行う場合は、元請負人と下請負人双方の協議・合意が必要

赤伝処理を行うこと自体が直ちに建設業法上の問題となることはないが、赤伝処理を行うためには、そ

の内容や差引く根拠等について元請負人と下請負人双方の協議・合意が必要であることに、元請負人は留

意しなければならない。

（2）赤伝処理を行う場合は、その内容を見積条件・契約書面に明示することが必要

下請代金の支払に関して発生する諸費用、元請負人が一方的に提供・貸与した安全衛生保護具等の労働

災害防止対策に要する費用及び下請工事の施工に伴い副次的に発生する建設廃棄物の処理費用について赤

伝処理を行う場合には、元請負人は、その内容や差引額の算定根拠等について、見積条件や契約書面に明

示する必要があり、当該事項を見積条件に明示しなかった場合については建設業法第20条第3項に、当該

事項を契約書面に記載しなかった場合については同法第19条に違反する。

また、建設リサイクル法第13条では、建設副産物の再資源化に関する費用を契約書面に明示することを

義務付けていることにも、元請負人は留意すべきである（13ページ「2―1 当初契約」参照）。
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（3）適正な手続に基づかない赤伝処理は建設業法に違反するおそれ

赤伝処理として、元請負人と下請負人双方の協議・合意がないまま元請負人が一方的に諸費用を下請代

金から差引く行為や下請負人との合意はあるものの、差引く根拠が不明確な諸費用を下請代金から差引く

行為又は実際に要した諸費用（実費）より過大な費用を下請代金から差引く行為等は、建設業法第18条の

建設工事の請負契約の原則（各々の対等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結する。）を没却

することとなるため、元請負人の一方的な赤伝処理については、その情状によっては、建設業法第28条第

1項第2号の請負契約に関する不誠実な行為に該当するおそれがある。

なお、赤伝処理によって、下請代金の額が、その工事を施工するために「通常必要と認められる原価」

（19ページ「3．不当に低い請負代金」参照）に満たない金額となる場合には、当該元請下請間の取引依

存度等によっては、建設業法第19条の3の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。

（4）赤伝処理は下請負人との合意のもとで行い、差引額についても下請負人の過剰負担となることがない

よう十分に配慮することが必要

赤伝処理は、下請負人に費用負担を求める合理的な理由があるものについて、元請負人が、下請負人と

の合意のもとで行えるものである。元請負人は、赤伝処理を行うに当たっては、差引額の算出根拠、使途

等を明らかにして、下請負人と十分に協議を行うとともに、例えば、安全協力費については下請工事の完

成後に当該費用の収支について下請負人に開示するなど、その透明性の確保に努め、赤伝処理による費用

負担が下請負人に過剰なものにならないよう十分に配慮する必要がある。

また、赤伝処理に関する元請下請間における合意事項については、駐車場代等建設業法第19条の規定に

よる書面化義務の対象とならないものについても、後日の紛争を回避する観点から、書面化して相互に取

り交わしておくことが望ましい。

8．工期（建設業法第19条第2項、第19条の3）

― 略 ―

9．支払保留・支払遅延（建設業法第24条の3、第24条の5）

― 略 ―

10．長期手形（建設業法第24条の5第3項）

― 略 ―

11．帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存（建設業法第40条の3）

― 略 ―
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12．関係法令
12―1 独占禁止法との関係について

建設業法第42条では、国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を受けた建設業者が第19条の3（不
当に低い請負代金の禁止）、第19条の4（不当な使用資材等の購入強制の禁止）、第24条の3（下請代金の
支払）第1項、第24条の4（検査及び引渡し）又は第24条の5（特定建設業者の下請代金の支払期日等）
第3項若しくは第4項の規定に違反している事実があり、その事実が私的独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第19条の規定に違反していると認め
るときは、公正取引委員会に対して措置請求を行うことができると規定している。
また、公正取引委員会は、独占禁止法第19条の規定の適用に関して、建設業の下請取引における不公正

な取引方法の認定基準（昭和47年4月1日公正取引委員会事務局長通達第4号。以下「認定基準」という。）
を示している。
なお、本ガイドラインと関係のある認定基準は以下のとおりである。

① 「2―2 追加工事等に伴う追加・変更契約」、「2―3 工期変更に伴う変更契約」、「3．不当に低
い請負代金」、「6．やり直し工事」及び「8．工期」に関しては、認定基準の6に掲げる「不当に低い
請負代金」及び認定基準の7に掲げる「不当減額」

② 「4．指値発注」に関しては、認定基準の6に掲げる「不当に低い請負代金」
③ 「5．不当な使用資材等の購入強制」に関しては、認定基準の8に掲げる「購入強制」
④ 「7．赤伝処理」に関しては、認定基準の7に掲げる「不当減額」
⑤ 「9．支払保留・支払遅延」に関しては、認定基準の3に掲げる「注文者から支払を受けた場合の下
請代金の支払」及び認定基準の4に掲げる「特定建設業者の下請代金の支払」

⑥ 「10．長期手形」に関しては、認定基準の5に掲げる「交付手形の制限」

12―2 社会保険・労働保険について
社会保険や労働保険は労働者が安心して働くために必要な制度である。このため、社会保険、労働保険

は強制加入の方式がとられている。
健康保険と厚生年金保険については、法人の場合にはすべての事業所について、個人経営の場合でも常

時5人以上の従業員を使用する限り、必ず加入手続を行わなければならない。また、雇用保険については
建設事業主の場合、個人経営か法人かにかかわらず、労働者を1人でも雇用する限り、必ず加入手続をと
らなければならない。
これらの保険料は、建設業者が義務的に負担しなければならない法定福利費であり、建設業法第19条の
3に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれるものである。
このため、元請負人及び下請負人は見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要がある。
建設業者は、建設業法第20条第1項において、建設工事の経費の内訳を明らかにして見積りを行うよう

努めなければならないこととされている。このため、下請負人は自ら負担しなければならない法定福利費
を適正に見積もり、標準見積書の活用等により法定福利費相当額を内訳明示すべきであり、下請負人の見
積書に法定福利費相当額が明示されているにもかかわらず、元請負人がこれを尊重せず、法定福利費相当
額を一方的に削減したり、法定福利費相当額を含めない金額で建設工事の請負契約を締結し、その結果「通
常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、当該元請下請間の取引依存度等によっては、
建設業法第19条の3の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。
また、社会保険・労働保険への加入は法律で義務づけられているので、保険未加入業者は、その情状に

よっては、建設業法第28条第1項第3号の「その業務に関し他の法令に違反し、建設業者として不適当」
に該当するおそれがある。
○詳しくは、「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」参照。
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12―3 労働災害防止対策について
労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）は、建設工事現場において、元請負人及び下請負人に対して、

それぞれの立場に応じて、労働災害防止対策を講ずることを義務づけている。
したがって、当該対策に要する経費は、元請負人及び下請負人が義務的に負担しなければならない費用

であり、建設業法第19条の3に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれるものである。
元請負人は、建設工事現場における労働災害防止対策を適切に実施するため、「1．見積条件の提示」

並びに「元方事業者による建設現場安全管理指針」（平成7年4月21日労働省基発第267号の2。以下「元
方安全管理指針」という。）3及び14を踏まえ、見積条件の提示の際、労働災害防止対策の実施者及びそ
れに要する経費の負担者の区分を明確にすることにより、下請負人が、自ら実施しなければならない労働
災害防止対策を把握できるとともに、自ら負担しなければならない経費を適正に見積ることができるよう
にしなければならない。
下請負人は、元請負人から提示された労働災害防止対策の実施者及びそれに要する経費の負担者の区分

をもとに、自ら負担しなければならない労働災害防止対策に要する経費を適正に見積り、元請負人に提出
する見積書に明示すべきである。
元請負人は、下請負人から提出された労働災害防止対策に要する経費が明示された見積書を尊重しつつ、

建設業法第18条を踏まえ、対等な立場で下請負人との契約交渉をしなければならない。
また、元請負人及び下請負人は、「2．書面による契約締結」並びに「元方安全管理指針」3及び14を

踏まえ、契約書面の施工条件等に、労働災害防止対策の実施者及びそれに要する経費の負担者の区分を記
載し明確にするとともに、下請負人が負担しなければならない労働災害防止対策に要する経費のうち、施
工上必要な経費と切り離し難いものを除き、労働災害防止対策を講ずるためのみに要する経費については、
契約書面の内訳書などに明示することが必要である。
なお、下請負人の見積書に適正な労働災害防止対策に要する経費が明示されているにもかかわらず、元

請負人がこれを尊重せず、当該経費相当額を一方的に削減したり、当該経費相当額を含めない金額で建設
工事の請負契約を締結し、その結果「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、当該
元請下請間の取引依存度等によっては、建設業法第19条の3の不当に低い請負代金の禁止に違反するおそ
れがある。

12―4 下請代金の支払手段について

― 略 ―

関連条文
目 次
「建設業法」（抄）
「建設工事標準下請契約約款」
「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（抄）
「建設業の下請取引に関する不公正な取引方法の認定基準」
「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（抄）
「労働安全衛生法」（抄）
「元方事業者による建設現場安全管理指針」（抄）
― 以下、本文略 ―

※参照ページ数は、本別冊のページ数に修正しています
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経費の費目 適用負担 区分
○ 元請専門

　
安
全
費（

　
共
通
仮
設
費

（

1 調査費用
① 埋設物調査試掘他

2 交通規制に要する費用　
① ガードマン
② 規制車
③ クッションドラム
④ カラーコーン
⑤ バリケード
⑥ 工事中表示板（内照式）
⑦ 回転灯
⑧ 規制表示看板
⑨ お願い看板

3 監視連絡等に要する費用
① 列車見張員等有資格者
② 誘導員
③ 監視員
④ 作業指揮者
⑤ 連絡員（潜水）等の配置
⑥ 構内電話
⑦ 無線機　（クレーン合図）
⑧ 作業主任者の配置
⑨ 安全衛生推進者の配置

4 安全意識、注意喚起に要する費用
① 各種注意看板標識　（立入禁止・開口部分）
② 安全掲示板
③ 安全旗・衛生旗
④ 安全衛生ワッペン・腕章
⑤ ポスター
⑥ のぼり・垂れ幕

5 保護具類
① ヘルメット
② 保護めがね
③ 防じんﾏｽｸ
④ 耳栓
⑤ 安全帯
⑥ 防振手袋
⑦ 手袋（軍手・皮手・ゴム手）
⑧ 安全靴
⑨ 防護服
⑩ 救命胴衣

6 その他
① 血圧測定器
② 職長保護帽
③ 玉掛け用ヘルバンド
④ ＫＹﾎﾞｰﾄﾞ
⑤ 職長会ﾎﾞｰﾄﾞ
⑥ ラジオ体操CD
⑦ 吹流し

　
仮
設
費（
　
共
通
仮
設
費

（

1 墜落飛来落下災害防止設備
① 手摺
② 開口部養生
③ 幅木
④ 落下防護ネット
⑤ 小幅ネット
⑥ 安全ブロック
⑦ 親綱・親綱支柱
⑧ 建築工事用エレベーター部踊り場ゲート
⑨ 各所点検通路（支保工上他）
⑩ 安全通路
⑪ 揚重用吊具（ワイヤ・クランプ他）

2 作業床に関する設備
① ローリングタワー
② 可搬式作業台
③ 高所作業車
④ 脚立・立馬・作業台
⑤ 足場板・結束バンド

3 公衆災害に要する費用
① 仮囲い（万能板・フラットパネル・シートゲート他）
② 建築工事落下防護（朝顔）
③ 防音シート
④ 防音パネル
⑤ 足場出入り口のゲート

4 警報設備
① 土石流・洪水等の警報システム
② 異常温度の自動警報装置（潜函）
③ ベル
④ サイレン等警報装置（ずい道）

経費の費目 適用負担 区分
○ 元請専門

　
仮
設
費（

　
共
通
仮
設
費

（

⑤風力計
⑥雨量計
⑦車両系建築機械のパックセンサー等
⑨傾斜計
⑧沈下計

5 避難用設備
①避難誘導灯
②発破時の避難所
③避難用器具（空気呼吸器・携帯用照明・避難は
しご・ロープ等）

6 作業環境
①換気設備
②空気清浄設備（潜函）
③ガス抜き等の措置（ずい道）
④各種環境測定器（酸素濃度他）
⑤排気管
⑥圧力計（高圧室内）
⑦照明器具・電気設備
⑧熱中症対策設備
⑨給排水設備
⑩休憩室・仮設設備
⑪快適職場設備等
⑫クレーン作業範囲規制装置

7 昇降設備
①坑内はしご道で巻き上げ装置との隔壁
②階段
③はしご道

8 火災防止　
①消火器
②防炎シート

9 倉庫、材料保管等に関する費用
①火薬庫など

10 その他
①重機移動用敷き鉄板
②鉄筋養生キャップ
③各種治具
④単管、クランプ防護カバー
⑤仮設材運搬費

　
教
育
訓
練
費（

　
現
場
管
理
費

（

1 新規入場者教育、送り出し教育
2 移動式クレーン運転免許・小型移動式クレーン運転
技能講習

3 玉掛技能講習
4 高所作業車運転技能講習
5 その他の車両系建設機械運転技能講習
6 足場の組立等作業主任者技能講習
7 型枠支保工の組立等作業主任者技能講習
8 アーク溶接特別教育
9 建設作業従事者教育（半日教育・６時間教育）
10 職長教育
11 石綿作業主任者技能講習、石綿取り扱い作業従事者
特別教育

12 ずい道救護・避難・消火訓練
13 リスクアセスメント教育
14 安全衛生協議会、職長会費用
15 安全標語・ポスター募集費
16 安全表彰・安全祈願祭費用
17 ガス溶接作業主任者免許・ガス溶接作業技能講習
18 自由研削砥石（グラインダ）特別教育

疾
病
・
衛
生
対
策
費

1 熱中症対策にかかる安全経費
2 粉じん、石綿等の障害対策
3 酸欠、一酸化炭素中毒等の予防対策
4 有機溶剤等による疾病
5 その他の疾病・衛生対策
①分煙対策経費

6 健康診断（一般・特殊健診）

そ
の
他
（
当
該
工
事
に
特
化
し
た

安
全
対
策
又
は
ハ
イ
レ
ベ
ル
な
対
策
）

安全衛生経費の費目総括表

※元請・下請負人（専門工事業者）の負担区分は契約に基づき明確にすること
出所： 建設業労働災害防止協会『「建設工事における安全衛生経費の標準リスト及び積算明細表」の解説並びに作成要領検討結果報告書」－平

成25年 3月―』より（一部改編）
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安全衛生対策経費総括表

費用区分 主な内容 細目

直接工事費
使用設備・機械
使用設備・機器
使用資材

※工事目的物の施工に直接必要な安全設備（例：足場関係、型枠支保工等）は除く。

間
接
工
事
費

共
通
仮
設
費

安全費

調査費用

交通規制（第三者災害防止
を含む）

監視連絡

安全意識、注意喚起に要す
る費用

保護具類

その他

仮設費

墜落・飛来落下崩壊等防止

作業床設備

公衆災害防止

警報設備

避難用設備

作業環境

昇降設備

火災防止

倉庫、材料保管等

その他

現場管理費
安全教育訓練

疾病・衛生対策費

一般管理費 現場支援・指導

作業に必要な主な資格

打合わせ事項・確認事項
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経
費
の
費
目

適
用 ○
負
担
区
分

経
費
の
費
目

適
用 ○
負
担
区
分

元
請
専
門

元
請
専
門

安 全 費

仮 設 費 教 育 訓 練 費

仮 設 費

疾 病 ・ 衛 生 対 策 費

安
全
衛
生
経
費
の
区
分
表

※
元
請
・
下
請
負
人（
専
門
工
事
業
者
） の
負
担
区
分
は
契
約
に
基
づ
き
明
確
に
す
る
こ
と

２７



安
全
衛
生
経
費
の
明
細
書

工
事
件
名
：

平
成
　
　
年
　
　
月
　
　
日

工
期
：
平
成
　
年
　
月
　
日
～
平
成
　
年
　
月
　
日

作
業
員
数

施
工
日
数

元
請
会
社
：

工
期
比
率

下
請
会
社
：

労
務
比
率

安
全
衛
生
経
費
内
訳
書

実
施
者

経
費
負
担
者

経
費
積
算

元
請
下
請
元
請
下
請

規
格
等

単
位

単
価

数
量

金
額

摘
要
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